様式２－２　別添１
事業概要（非住宅建築物等建築支援事業）
	１　事業実施主体
（補助を受けようとする者）
	事業実施主体
	

	
	代表者　職氏名
	

	
	所在地
	

	
	ホームページURL
（ある場合のみ）
	

	２　木材利用の継続性
【確認事項】
いずれかに☑を付けること
	･県と建築物木材利用促進協定を［□締結しています］
･建築物木材利用促進協定の締結には至っていませんが、本事業実施後も継続的に県産材の利用・普及に取り組みます。［□ 同意します］

	３ 事務連絡先
	所　属
	

	
	役職名
	

	
	担当者氏名
	

	
	住　所

	〒    -      


	
	電　話
	

	
	ＦＡＸ
	

	
	Ｅ-ｍａｉｌ
	

	４ 事業期間
	事業期間（木工事）　　年　　月　　日～　　　　　年　　月　　日まで
竣工予定　　　　　　　年　　月

	５ 事業費
	総事業費（総額）　　　　　　　円（うち補助対象経費　　　　　　　円）
補助金額（総額）　　　　　　　円【対象経費又は上限額 ※千円未満は切り捨て】

	６ 他の補助金の有無
	 □ なし　　□ あり ［ □ 交付決定済み　□ 申請中又は申請予定 ］
 ※ありの場合は申請書類を添付すること。

	７ 研修・見学会の実施

	設計・施工書類等の公表（提供）
【確認事項】
	県及び県と連携する関係団体に［ □ 提供します ］。
※「提供」とは設計図面、施工図面、写真等を研修資料等として活用して良いかというもの。

	
	研修（ワークショップ・施工現場研修等）の受入【確認事項】
	県及び県と連携する関係団体が実施する下記の事項に［□協力します］。
・□ 施工段階、施工現場研修の受入
・□ 見学会（構造・完成）の受入
※上記のうち可能なものに☑を付けること【複数可】。

	８ 事業計画について
	事業概要
※全体計画や取組の特徴を簡潔に記載
※木材利用のほか、県産材の魅力・情報発信の方法も記載すること
１）県産材の利用
２）普及・情報発信


	９ 事業実施後の継続的な県産材の利用計画について
	※事業実施後の、継続的に県産材を利用・普及していく取組について、次の項目を記載すること
※例：今後3年間程度の具体的な取組計画（例：他支店・施設での木造木質化、木製什器導入、見学会開催、木質空間内でのイベント実施、固定したCO2量の表示、使用した木材の産地・生産者パネル設置による地域貢献PR 等）、それ以降の中長期的な方向性（例：県産材の継続的な利用方針や社内での位置づけ等）




（注1） □の部分は、☑により項目を選択してください。


	１０ 建築物の名称・建設地

	名　称：

	
	所在地：

	１１ 事例の公表
【確認事項】
	私の提案を宮城県等が作成する「（仮称）建築事例集」として掲載し、広く公表することに［ □ 同意します　］。

	１２ 建物用途・規模





	□事務所　□店舗　□共同住宅　□学校　□幼稚園　□保育所
□体育館（武道場）　□集会場　□宿泊施設　□文化施設　□病院・診療所　
□特別養護老人ホーム　□ケアハウス　□その他（　　　　　　　　　　　）

	
	棟　数：　　棟 、敷地面積：　　　　　　㎡

	
	延べ床面積：　　　　　㎡ ※複数棟の場合は全体の総計、建築面積：　　　　　㎡

	
	階　　数：地上　　階、　地下　　階、　軒高　　　m ※複数棟の場合はそれぞれ記載

	１３ 建築物の構造
	□軸組工法　□枠組壁工法　□ＣＬＴパネル工法　□ ＲＣ造　□ＳＲＣ造　
□ Ｓ造　□その他の工法（　　　　　　）

	１４ 建築物の防火性能

	（建設地の地域区分）
□防火地域　□準防火地域　□２２条区域　□その他の地域

	
	（地域区分や建物用途・規模等により必要となる建築物の防火性能等）
□耐火建築物　□準耐火建築物（60分）　□準耐火建築物（45分）
□その他（　　　　　　　　　　　）　□該当なし

	
	（今回施工する建築物の防火性能等）
□耐火建築物　□準耐火建築物（60分）　□準耐火建築物（45分）
□その他（　　　　　　　　　　　）　□該当なし

	１５ 建築物の概要

	※県産材製品の利用方法、メリット、その他特徴的な取り組み等




	１６ 事業の実施体制

	※設計者（意匠・構造等）、施工者、技術開発（提供）者、試験研究機関等の協力者の名称・所在地を記載すること。




	１７ 施設表示について
【確認事項】
	「事業実施年度」「事業名」「事業実施主体」を施設等に［□明示します］

	１８　木材使用量（m3）

	
（注２）
	１９　左記のうち県産材
使用量（m3）（注２）
	
（注２）

	
	
	２０　県産材量のうちＣＬＴ使用量（m3）
	
（注２）

	
	
	２１  県産材量のうち森林認証材使用量(m3)
	
（注２）


（注１）□の部分は、☑により項目を選択してください。
（注２）１８，１９，２０、２１は様式３の木ひろい表より転記すること




２２　事業費明細
	事業費
	金額（円）
	備考 及び 積算根拠資料（注１，２）

	補助対象経費
	

	




	
	【補助金　　　　　　円】
※補助対象経費の1/2以内
	

	対象外経費
	

	


	
	

	

	消費税
	
	


	合計

	

	


注１　備考欄には金額の算出根拠資料（「別添見積書」等）を記載する
注２　算出根拠資料については、補助対象経費 （県産材に係るもの） と対象外経費 （県産材外の材料
費や、関連しない木工事費等） が判別できる内容とすること。例：見積書の備考欄への記載や、別途事業費
一覧表の作成など




























